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事業等のリスクに関する情報は以下の通り。有価証券報告書（2012年3月期）に掲載したものと同じ内容です。文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（2012年
6月28日）時点において日産グループが判断したものです。

1. 世界経済や景気の急激な変動
（1） 経済状況
当社グループの製品・サービスの需要は、それらを提供している国又は地域の経済状況の影響を強く受けている。従って、日本、中国、アメリカ、メキシコ、ヨーロッパ、アジ

アなど当社グループの主要な市場における経済や景気及びそれに伴う需要の変動については、正確な予測に努め必要な対策を行っているが、世界同時不況など予測を超え
た急激な変動がある時は、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

（2） 資源エネルギー情勢
原油価格の高騰など資源やエネルギー情勢の急激な変化により当社グループの製品・サービスに対する需要も大きく変動する。ガソリン価格が上昇すれば燃費の良い製

品に需要がシフトすることが予測され、更に上昇すれば全体の需要は低下することも予測される。予測を超えた急激な変動がある時は業績の悪化や機会損失の発生等、当社
グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

2. 自動車市場における急激な変動
自動車業界は世界規模で非常に厳しい競争にさらされている。当社グループもその競争に打ち勝つべく、お客様のニーズにあった製品を素早く提供できるように技術開

発・商品開発や販売戦略において努力しているが、お客様ニーズに合う製品をタイムリーに提供できなかったり、環境や市場の変化への対応が不十分な場合には、当社グルー
プの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がある。
例えば、成熟市場では人口の減少や少子高齢化の進行により需要が減退したり変化したりする一方で、新興市場では大きく需要が増える可能性もある。これらはビジネス

チャンスとして当社グループに有利な結果をもたらす可能性もある一方、特定商品や特定地域への過度な依存が発生し、次なる変化への対応が十分に行われない場合には、
当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

3. 金融市場に係るリスク
（1） 為替レートの変動
当社グループは世界18カ国・地域で完成車の生産を行い、160カ国以上の国々で製品を販売している。原材料や部品、サービスの調達も多くの国で行っている。
当社の連結財務諸表は日本円で表示するため、一般的に他の通貨に対する円高は当社グループの業績に悪影響を及ぼし、反対に円安は好影響をもたらすことになる。ま

た、当社グループが生産を行う地域の通貨価値が上昇した場合、それらの地域の生産コストを押し上げ、当社グループの競争力の低下をもたらす可能性がある。

（2） 通貨ならびに金利リスクヘッジ
市場金利の上昇や自身の格付け低下による調達コストの上昇は当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がある。
また、当社グループは外貨建債権債務の為替変動のリスク回避、有利子負債の金利変動リスク回避及び、コモディティの価格変動リスク回避を目的とし、デリバティブ取引

を行うことがある。こうしたデリバティブ取引によりリスクを回避することができる一方で、為替変動、金利変動等によってもたらされる利益を享受できないという可能性もあ
る。また、これらデリバティブ取引を行う場合は信用度の高い金融機関を相手に行うが、万一それらの金融機関が倒産するような場合には、当社グループの業績と財務状況に
影響を及ぼす可能性がある。

（3） 金融資産の価格変動
当社は、戦略的な理由や取引関係維持、キャッシュマネジメント等の理由により市場性のある有価証券を保有する場合があり、それらの有価証券の価格変動リスクを負って

いる。このため株価や債券価格の変動により当社の業績及び財務状況に影響が及ぶ可能性がある。

（4） 資金の流動性
金融市場の急激な環境変化が発生した場合などにおいても、当社は十分な資金の流動性を確保できるよう社内規定を整備し、手元資金の積増しやコミットメントラインの

設定、調達手段や調達地域の多様化等対応を強化している。しかしながら市場に想定を超える大規模な変化が発生した場合などには、当初計画通りの資金調達に支障をきた
す可能性があり、当社グループの業績及び財務状況に重大な影響を及ぼす可能性がある。

（5） 販売金融事業のリスク
販売金融事業は当社グループにとって重要なビジネスのひとつである。当社グループでは社内にグローバル販売金融ビジネスユニットを設置し、徹底したリスク管理により

高い収益性と健全な財務状態を維持しながら自動車販売を強力にサポートしている。しかし、販売金融には、金利変動リスク、残存価格変動リスク、信用リスク等のリスクが避
けられない。これらのリスクが予想を超えて顕在化した場合には当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

（6） 取引先の信用リスク
当社グループはサプライヤーや販売会社など様々な地域の数多くの取引先と取引を行っている。当社グループは毎年、調達先については調達先の財務情報をもとに独自

の格付けを行うなど信用リスクに備えている。しかし、世界的な経済危機をきっかけにした倒産のような予期せぬ事態が顕在化した場合、調達側ではライン停止・生産活動へ
の支障、販売側では債権回収への支障など、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

（7） 退職給付債務
当社グループの従業員の退職給付に備えるための退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待収益率に基づいて算出されて

いる。実際の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において
認識される費用及び債務に影響を与える可能性がある。

4. 事業戦略や競争力維持に係るリスク
（1） 国際的活動及び海外進出に関するリスク
当社グループの販売は世界160カ国以上、完成車の生産も18の国と地域で行っており、更に拡大していく可能性もある。海外市場への事業進出の際には以下に掲げるよ

うなリスクの検討も十分行っているが、進出した先で予期しないリスク或いは想定を超えるリスクが顕在化した場合には計画通りの操業度や収益性を実現できず、当社グルー
プの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がある。
・　不利な政治的又は経済的要因
・　法律又は規制の変更
・　法人税、関税その他税制の変更
・　ストライキ等の労働争議
・　優秀な人材の採用と定着の難しさ
・　テロ、戦争、クーデター、大規模自然災害、伝染病その他の要因による社会的混乱

（2） 研究開発活動
当社グループが開発する技術は、世の中のニーズに即し、有用かつ現実的で使い易いものでなくてはならない。この目的のため当社グループは、将来のニーズを予測し、

優先順位をつけ、新技術の開発に投資している。しかし、予測を超えた環境の変化や世の中のニーズの変化、相対的な開発競争力の低下により、最終的にお客様にその新技
術が受け入れられない可能性もあり、その結果当社の業績に影響を及ぼす可能性がある。
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（3） 他企業との提携等
当社グループはより高い競争力を短期間で獲得するために優れた技術を有する他の企業と戦略的に提携することがある。しかしながら、当該分野の市場環境や技術動向

の変化、提携先との活動の進捗状況によっては予定した成果を享受できない可能性もあり、その結果当社の業績に影響を及ぼす可能性がある。

（4） 製品・サービスの品質
当社グループは、優れた品質の製品・サービスを提供するため、開発・製造から販売・サービスまできめ細かい管理体制を敷き最善の努力を傾けている。しかしながら、より

高い付加価値を提案するための新技術の採用は、それが十分に吟味されたものであっても、後に予期せぬ品質問題を惹起することがある。製造物責任については賠償原資を
確保するため一定の限度額までは保険に加入しているが、保険でカバーされないリスクもあり、またお客様の安全のため大規模なリコールを実施した場合には多額のコスト
が発生する等、当社グループの業績と財務状況に影響が及ぶ可能性がある。

（5） 環境や安全に関する規制、企業の社会的責任
自動車業界は、排出ガス基準、CO2／燃費基準、騒音、リサイクル等、環境や安全に係る様々な規制の影響を受けており、これらの規制はより一層厳格になってきている。法

規制を遵守することは当然であるが、企業の社会的責任として自主的により高い目標を掲げ取組んでいる分野も増えている。当社は競合他社に対する優位性を保つため中
期環境行動計画「ニッサン･グリーンプログラム2016」を掲げ、環境に対する継続的な取組みを社内外にコミットしているが、開発や投資の負担は増加しており、これらコスト
の増加は当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

（6） 重要な訴訟等
当社グループが事業活動を進めていく中で、取引先や第三者との間で様々な訴訟に発展することがある。それら訴訟については、当社側の主張又は予測と異なる結果とな

るリスクは避けられず、場合によっては当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

（7） 知的財産保護の限界
当社グループは、他社製品と差異化できる技術とノウハウを保持している。これらの技術とノウハウは今後の当社グループの発展には不可欠なものである。これらの資産

の保護については最善の努力を傾注しているが、特定の地域では知的財産権による完全な保護が困難であったり、又は限定的にしか保護されない状況にある。
当社は、このような特定の地域での知的財産を保護し、日産の知的活動の成果を守る活動を強化すること、更には新たな知的財産を蓄積することを狙いとして、専門の部

署を設け、ブランドの保護・創造活動を行っているが、第三者が当社グループの知的財産を侵害して類似した製品を製造･販売することを防止できない可能性がある。

（8） 優秀な人材の確保
当社では人材は最も重要な財産と考え、グローバルで優秀な人材を採用するとともに、十分に能力を発揮してもらうため人材育成の充実や公平で透明性の高い評価制度

の実現にも力を入れている。しかしながら優秀な人材確保のための競争は厳しく、計画通りに採用や定着化が進まなかった場合は、長期的に当社グループの競争力が低下す
る可能性がある。

（9） コンプライアンス、レピュテーション
当社グループは個人情報や機密情報の保護のための情報セキュリティの取組みをはじめとして、法令等の遵守については未然防止の対策を講じると共に、定期的に監査も

行っている。更に、コンプライアンスに係る案件を察知した場合には速やかに対応する体制も整備しており、当社の社会的信用や評判に与える影響を防いでいる。しかしなが
ら、企業の社会的責任に対する社会の期待は年々増大しており、対応の内容や迅速性が不十分な場合には当社の社会的信用や評判に悪い影響を及ぼし、売上の減少等、当社
グループの業績に影響を与える可能性がある。

5. 事業の継続
（1） 大規模災害
日本を本拠とする当社グループにとって、現在そして今後も最大のリスクのひとつであり続けるものに地震リスクがある。当社グループでは、地震リスクマネジメントに関

する基本方針を設定するとともに、最高執行責任者(COO)をトップとするグローバルベースの地震対策組織を設置している。また、工場などの建屋や設備などの耐震補強も
積極的に推進している。しかし、大規模な地震により想定を超えた損害が発生し操業を中断せざるを得ないような場合は、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可
能性がある。
地震以外にも、火災や台風、洪水、新型インフルエンザの流行等様々なリスクを想定し、事前の予防対策及び発生時の緊急対応体制の整備等を行っているが、想定を超え

た規模で発生した場合などは当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。
2011年3月に発生した東日本大震災の発生を契機として、下記のような従来想定していなかった様々なリスクも顕在化した。
・　計画停電の実施や長期にわたる電力不足により、工場の操業が大きく制限されるリスク
・　原子力発電所からの放射能汚染による立入制限や避難指示により、対象地域内の工場やサプライヤーが復旧又は操業できないリスク
・　放射能汚染を理由とする、部品・商品の受け入れ制限や遅延のリスク、及び風評による売れ行き低下のリスク
・　「南海トラフ巨大地震」等で想定される、従来の高さと範囲を大きく超える津波のリスク
当社グループではこれら顕在化した問題に対しても一つ一つ対策を検討・実行し、問題解決の努力を続けているが、当社だけでは対応できない問題も多く、また、対応のた

めのコストも発生するため、業績や財務状況に対する影響は避けられない可能性がある。

（2） 原材料及び部品の購入
当社グループは事業の構造上、多数の取引先から原材料や部品及びサービスを購入している。また、最近は新技術の導入に伴い、産出量が少ないだけでなく産出が特定

の国に限られる希少金属の使用も増えている。需給バランスの急激な変動や産出国における政情の変化等により予期せぬ市況変動が起こった場合は、必要な原材料・部品等
を継続的安定的に確保できなくなる可能性もあり、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

（3） 特定サプライヤーへの依存
より高い品質や技術をより競争力ある価格で調達しようとすると、発注が特定のサプライヤーに集中せざるを得ないことがある。また、特別な技術を要するものについて

はそもそも提供できるサプライヤーが限定されることもある。当社では、2次3次以降のサプライヤーを含めてサプライチェーンの見直しを行い、その強化に取組んでいる
が、予期せぬ事由によりサプライヤーからの供給が停止したり、遅延や不足が生じた時は、当社グループの操業も停止し、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能
性がある。

（4） 情報システムに係るリスク
当社グループの殆ど全ての業務は情報システムのサポートを受けており、システムも年々複雑化高度化しているため、信頼性の向上のため様々な対策を実施している。し

かしながら、想定を超える災害の発生やウイルス等の侵入によりシステムがダウンした場合には、当社業務も継続が困難となり、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼ
す可能性がある。
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最初に、東日本大震災ではさまざまな救援活動はもとより、事業継続計画（BCP）が機能を発揮されたことと、それ

を改訂し拡大展開を図っておられるのは、さすが日産自動車です。

2011年度のCSRの全体的な取り組みは、「ニッサン・グリーンプログラム2016（NGP2016）」のような新しいチャ

レンジもありますが、表面的には従来と大きな違いがないように見えます。しかし、経営者の緒言で読み取れるように

サステナビリティへの考え方やアプローチが内容的にずっと深化していると感じました。いま直面している課題が明日

には全く違った危機的な課題に変化するという認識で、人類全体が抱えているが一般の人々には必ずしも十分に認識

されていないマテリアルな課題に果敢にチャレンジしていることが述べられています。

また、中期経営計画の4つの土台として「人・アライアンス・プロセス・商品」を挙げておられますが、内容は無形資産と

して一般的に分類されている「組織・人・イノベーションに関するもの」と見事につながっており、総合力を挙げて「日産

パワー88」を遂行されようとしていることが分かります。「NGP2016」を戦略に、ブルーシチズンシップとスコアカー

ドなどをツールにして、しっかりとPDCAを回され完遂されるものと期待します。

CSR重点8分野の活動評価

CSR重点8分野はどれも重要ですが、従来はバリューチェーンでの取り組みは一般論としてどの企業であってもサ

プライチェーンでは一次サプライヤーまでであって、その先へは及んでいません。「サプライヤーCSRガイドライン」

も理念としてはすべての段階のサプライヤーを念頭に置かれていますが、グリーン調達以外でも具体的にどう推進す

るかも知りたいところです。CSRの国際規格ISO26000の発行以来、サプライヤーに対するデュー・ディリジェンス・プ

ロセス、すなわちCSR監査が重要になってきていますが、これも課題の変化です。すべての1次サプライヤーに実施す

る必要はないでしょうが、従来以上の仕組みが必要と思います。

「環境」の中では、ゼロ・エミッション車に対する考え方が明確で、2050年に向けてまい進されるものと確信します。

データとしてインプット/アウトプットの全体としてのマテリアルフローが見えませんので、記載を期待します。

「安全」や「品質」への取り組みが素晴らしいことがよく理解できます。ただ、今後の世界的な高齢化社会の進展を考

えると、多様な要素技術を一般のドライバーがどこまで使いこなせるのかがよく分かりません。操作不要の自動化など

も考えられていると思いますので、そういったことの解説も欲しいところです。販売時の操作教育を自社として義務化

することなども過渡期には必要ではないでしょうか。

「従業員」においては、「すべては一人ひとりの意欲から始まる」という素晴らしい考え方を基本とされています。さ

まざまな取り組みはそれぞれ一人から始まったものと思われますので、CSRの浸透のためにも代表的な事例などは顔

も見えるようにして掲載されたら面白いと思います。

報告書作成における今後の課題
この報告書はマルチステークホルダー向けのものと考えますが、読者が幅広いことを考慮すると、専門用語につい

ては今後も脚注などに留意されたら良いと思います。他方、投資家向けには統合報告書の動きがあります。欧州政府と

しては2015年以降の中長期のターゲットのようですから急ぐ必要はありませんが、欧州の原則主義を考えればいず

れかの時点で、サステナビリティレポートとは別にアライアンスとして実験を開始される必要があると思います。

今回の報告書は非常に大部のものとなっていますが、できるだけシンプル化を心がける必要があると思います。

多様な取り組みを説明されるのが定性的なのはやむを得ませんが、一方で目標や実績などの定量的データを巻末の

データ集で充実されることが望まれます。網羅性のチェックにはガイドラインなどとの対比表を作成されるのが良いと

思います。



社会的責任投資（SRI）への組み入れ

財務面だけでなく、環境や社会性の観点から企業を評価し、投資対象を選ぶSRI（Socially Responsible 

Investment）が注目されています。日産はFTSE4Good、DJSI アジアパシフィック、GLOBAL 100などのSRI

インデックスに組み入れられています。（2012年8月現在）

FTSE4Good インデックスシリーズ
英国のフィナンシャル・タイムズとロンドン証券取引所が共同出資す
る独立企業のFTSE社が開発。

ダウ・ジョーンズ・サステナビリティ・アジア
パシフィック・インデックス（DJSI Asia Pacif ic）
「DJSI」は、米国のS&Pダウ・ジョーンズ・インディシーズとスイスのサ
スティナブル・アセット・マネジメント社（SAM社）による、世界の代表
的な社会的責任投資株価指数。2009年に新設された 「DJSI Asia 
Pacific」は、アジア・太平洋地域の主要企業のうち、社会的責任への
取り組みに優れた上位20%を選定。

Global 100（世界で最も持続可能な企業100社）
カナダの出版社コーポレートナイツ社による持続可能性に焦点を
絞った企業評価。世界の主要企業約3,500社を対象に、環境・社会・ガ
バナンスに関する取り組みを評価し、上位100社を選定。2005年か
ら実施。

［ お問い合わせ先 ］

日産 自動 車 株 式 会 社

〒220-8686
神奈川県横浜市西区高島一丁目1番1号
CSR部
Tel ： 045-523-5523（代）  Fax ： 045-523-5771
E-mail ： NISSAN_SR@mail.nissan.co.jp

発行年月日  2012年8月9日
表紙車種 ： ゼロ・エミッション コンセプトカー「TOWNPOD」

081


	事業等のリスク
	第三者意見

